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研究成果の概要（和文）：　プラスチック光ファイバーを利用した数種類のセンサを利用して多様なモニタリン
グを実施できることを示した．特に，土砂災害の予兆を早期に検知するためのセンサを安価で製造し，それらの
センサが捉えるデータをできるだけ多くの箇所で処理できるよう，携帯電話で使用できる新しい画像処理アプリ
を製作した．このアプリによって，これまでのデータ処理に係るハードウェアのコストを3000分の1程度に抑え
ることができるようになったため，その他の費用を含めても，土砂災害の予兆検知のモニタリングに必要なコス
トを従来の10分の1程度に抑えることに現実的な可能性があることを示した．

研究成果の概要（英文）：We demonstrated the capability of performing diverse monitoring using 
several types of sensors utilizing plastic optical fibers. In particular, we developed inexpensive 
sensors for early detection of sediment-related disasters and created a new image processing 
application that can be used on mobile phones to process data captured by these sensors at as many 
locations as possible. With this application, we were able to reduce the hardware costs associated 
with conventional data processing by approximately 1/3000th, making it realistically possible to 
reduce the overall cost, including other expenses, for monitoring sediment-related disaster 
precursors to about 1/10th of the previous level.

研究分野： 防災工学

キーワード： モニタリング　プラスチック光ファイバー　画像処理
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研究成果の学術的意義や社会的意義
　従来のモニタリングにおいては，一つのセンサが捉えたデータを処理するためには，基本的には電気信号を処
理するためのデータロガー（電子デバイス）が必要であった．そのため，センサの数が多くなると，それに応じ
て電子デバイスのコストが比例的に増大することを避けられなかった．それに対し，この研究で開発した携帯電
話型アプリを使用すれば，2万円のアンドロイド携帯電話で900個のセンサからの情報を処理できるようになった
ため，これまでのモニタリングのコストを大幅に削減できることとなった．

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 

 

 豪雨に起因する土砂災害による死者をゼロにするという国家的目標を達成するためには，土
砂災害の予兆を捉えるためのモニタリングの方法論を根本的に見直すことによって，そのシス
テム導入コストを徹底的に抑えなければならない．本研究では，1)電気ではなく光でモニタリン
グとデータ転送を実施する，2)データロガーではなく個人所有のモバイル機器でデータの記録・
分析を実施する，という 2 つのパラダイムシフトを提案する．このことによって，土砂災害の予
兆に関連するデータはすべて光データとして収集されるため，それを画像処理で分析するアプ
リケーションソフトを開発して個人所有のモバイル機器にインストールすれば自分の命を守る
ためのモニタリングを自宅で実施できることになる．この新戦略によって危険斜面をモニタリ
ングするシステムの導入コストが従来技術と比較して 1/10 以下に抑えられる可能性が有り，土
砂災害による死者をゼロにするという目標達成に大きく貢献できる． 

 

２．研究の目的 

 豪雨などに起因する土砂災害の危険度とその時間的変化を丁寧に監視するには，地下

水位の変動，表面流の状態，地盤の動き，岩塊の動き，樹木の動き，また排水関連設備

の健全度などをモニタリングする必要がある． 

このような場合，従来のモニタリング技術では電気を使用することが前提となってい

るセンサー（図中に e-Sensor と表示）で各種データを取得し，無線技術などを利用して

それらのデータを集約した上で，技術責任者が斜面の危険度を判定し，行政を通して周

辺住民に伝達することが多い．このような従来型のシステムを実施する際には 1 斜面あ

たり少なくとも 200 万円程度以上の費用が発生するため，小さな自治体や個人がそれを

負担することは容易ではない．また，電気設備の不具合，落雷などが常に不測の事態と

して発生する可能性が有り，複数の関係部所を情報が正しく，且つ迅速に伝わらなけれ

ばならないなどの問題がある． 

 それに対し，提案する新手法では様々なセンシングをプラスチック製光ファイバー

（Plastic Optic Fiber, 略称 POF，直径 1mmの光ファイバーの材料単価は 1mあたり 50

円程度）と簡単な治具だけで行い，得られた光情報を住民個人が所有するモバイル機器

のアプリソフトで直接処理するという画期的なシステムを構築することを目的として

いる．この方法では POF の一端から光を入れ，左端の先端部で土砂災害の前兆に関わ

る様々なデータを光によってセンシングし，その結果を別の POF でモバイル機器（ス

マートフォンやタブレット）のカメラに送り返し，新たに構築する画像処理アプリでそ

の光情報を分析する形式を取る．従って，センシングと POF による情報伝達はすべて

光で行うため，その部分では電力に依存する形式の装置や電源が一切不要となり，計測

システム全体の大幅なコストダウンが可能となる．さらに，取得したデータの分析は個

人所有のモバイル機器で実施可能となるため，高価なデータロガーやパソコンなどを準

備する必要がなくなり，さらなる圧倒的コストダウンが可能となる． 

 このように提案する新システムは，土砂災害の前兆を捉えるためのセンシングシステ

ムをすべて光で可能にするという学術的独自性に基づいて提案されるものである．合わ

せてデータ分析を個人所有のモバイル機器で実施可能にすることで，命を守るための新

モニタリングシステムをこれまでの従来技術と比較して 1/10 以下のコストで実現可能

とする創造的プランである． 

 

 

 



 

３．研究の方法 

申請代表者はこれまでに，4 種類の POF センサーを開発してきた．これらのセンサーを

使えば，光の入射，遮断，透過，反射，屈折などの物理現象がセンサー周辺環境と相互

作用することによって，様々な情報を得ることができる．それらは，土粒子，地下水，

表面流，樹木，排水関連インフラなどの動き，傾き，色の変化などに関連するものであ

り，土砂災害の危険度を評価するために利用できるものである．さらに，簡単な構造の

治具を POF 先端に装着することによって変位や傾斜の定量的な計測も可能となる．こ

れらのデータはすべて光の明るさ，あるいは色として POF に送り込まれ，データ収集

ボードに集約される．ここに集められた POF のそれぞれが重要な光情報を持ち帰って

いるため，それを外部の光を遮断できる光データロギング治具内に収め，スマートフォ

ン等のカメラで観察し，アプリソフトによる分析結果をリアルタイムでスマートフォン

の画面に表示して周辺の危険度をユーザーに告知するとともに，クラウドサーバーにア

ップロードして地域の安全度を確認できる仕組みを構築する． 

 
４．研究成果 
 
 従来のモニタリングにおいては，一つのセンサが捉えたデータを処理するためには，基本的に
は電気信号を処理するためのデータロガー（電子デバイス）が必要であった．そのため，センサ
の数が多くなると，それに応じて電子デバイスのコストが比例的に増大することを避けられな
かった．それに対し，この研究で開発した携帯電話型アプリを使用すれば，2万円のアンドロイ
ド携帯電話で 900 個のセンサからの情報を処理できるようになったため，これまでのモニタリ
ングのコストを大幅に削減できることとなった． 
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